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ご挨拶
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㈱さくらリアルティ
代表取締役 井上 慶一

今月の特選物件

売却・購入のご相談・お問い合わせ ℡ 092-737-8588
担当：不動産ソリューション事業部 小林・大藏

物件名 ：（仮称）大橋3丁目PJ

住 所 ：福岡市南区大橋三丁目以下未定

土 地 ：535.48㎡（161.98坪）

建 物 ：壁式鉄筋コンクリート造5階建

2026(R8)年8月新築

床面積 ：962.20㎡（291.07坪）

間取り ：1LDK×4戸、2LDK×15戸

売却価格：770,000,000円（税込）

引渡時期：ご相談

利回り ：4.16％

不動産に関するあらゆる業務に豊富な経験とノウハウを持ち、
お客様のご相談に応じて、的確で総合的なアドバイスと具体
的な支援を行います。
さまざまなお客様のご相談に対して、遵法性を重視し、誠実
な姿勢で、大胆かつ勇気をもってご支援しています。日本経
済が大きく変遷していく中で、お客様の唯一無二のパート
ナーとしてこれからも誠実に、そして力強く、お客様の資産
価値の最大化をサポートして参ります。

我が社はお客様の大切な資産を守り育てるコンサルティングファームです。
創業以来、700億円を超える不動産取引、8000件を超える不動産ソリューショ
ン事業（鑑定評価、売買仲介、Ｍ＆Ａ、不動産証券化事業、不動産アドバイザ
リー事業）の実績を積み重ねてまいりました。
スタッフには、不動産鑑定士、不動産コンサルタント、ファイナンシャルプラン
ナーなど不動産サービスに特化したスタッフが揃っています。
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賃貸管理コーナー
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空室募集、空室対策、工事、売却・購入のご相談・お問い合わせ
℡ 092-737-8588 担当：長・小林

不動産鑑定士
CPM(米国不動産

経営管理士）
井上 慶一

2027年『トップランナー制度』により
住宅設備の省エネ基準が強化！

「トップランナー制度」とは、省エネ法に基づき、現在市場にある製品の中で最も省エネ性能
が優れている機器（トップランナー）の性能を基準に、将来の目標基準値を設定する制度
です。現在、2027年度を目標年度として、賃貸物件に欠かせない必須設備である「エアコ
ン」や「給湯器」の省エネ基準が大幅に強化される見通しとなっています。これは地球環境へ
の配慮としては喜ばしいことですが、賃貸物件を所有するオーナー様にとっては、非常に頭の
痛い問題を引き起こす可能性があります。

賃貸経営において、住宅設備の維持・管理や修繕コストのコントロールは、
安定した利回りを維持するための重要な課題です。今回は、2027年に予
定されている「トップランナー制度」による省エネ基準の強化が、賃貸経営に
与える影響と、オーナー様が今すぐ取るべき対策について解説します。

2027年、エアコンと給湯器の省エネ基準が引き上げへ

この基準強化が実施されると、メーカー各社は新しい高い省エネ基準をクリアする製品しか
製造・販売できなくなります。それに伴い、これまで賃貸向けによく導入されてきたような「必要
最低限の機能を持った安価なモデル」は基準を満たせずに市場から姿を消す可能性が高くな
ります。結果として、高機能な部品や技術を搭載した製品がスタンダードとなり、エアコンや給
湯器の本体価格が大幅に値上げされることが予想されています。
退去時の原状回復や、入居中の突発的な故障対応において、エアコンや給湯器の交換
費用が高騰すれば、オーナー様の収益を直接的に圧迫することになります。

懸念される「設備機器の大幅な値上げ」

将来のコスト増大を防ぐためにオーナー様へ強くおすすめしたいのが、「価格が高騰する前の
今のうちに、安価なモデルへ交換しておく」という対策です。現在の基準で作られた、コストパ
フォーマンスに優れた安価なモデルが市場に流通しているうちに計画的な設備更新を行えば、
将来的な修繕費用の増加を大幅に抑えることができます。特に以下のような物件・お部屋に
ついては、早めの対応が有効です。

今の時期だからこそおすすめしたい「安価なモデルへの早めの交換」

❶製造から8〜10年以上経過しているエアコンが設置されている
❷給湯器の寿命（一般的に10〜15年）が近づいている
❸近々、空室対策としてリノベーションや設備刷新を検討している
「故障してから交換する」というこれまでの対応では、2027年以降、思わぬ高額出費に見
舞われるリスクが高まります。設備コストの高騰という波を乗り切るためには、先手を見据えた
行動が不可欠です。ぜひ一度、所有されている物件の設備状況（製造年数など）をリス
トアップして点検し、今のうちの計画的な交換をご検討されてみてはいかがでしょうか。
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業界ニュース
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更新料とクリーニング費用は入居者に請求できる？
退去時精算でオーナー様が注意すべき裁判例

退去時の敷金精算では、「契約満了日直前の解約で更新料を請求できるか」「クリーニン
グ費用を借主負担にできるか」が問題になることがあります。今回は、この2点が争われた裁
判例（東京地裁令和4年10月19日判決／RETIO No.137）を紹介します。 

■ 事案の概要
借主は、契約満了日の直前に、退去予定日を満了日後の日付として解約を申し入れま
した。契約書には、「法定更新・合意更新を問わず更新料を支払う」との特約があり、貸主
は、借主が満了日の1か月前までに更新しない旨を通知していない以上、契約は法定更新
され、更新料を敷金から控除できると主張しました。
また、契約書には、退去時の室内クリーニング費用4万8,600円と、エアコンクリーニング費
用を実費精算で借主負担とする特約もありました。
■何が争点となったか
争点は大きく2つです。1つ目は、契約満了前に解約申し入れがあったものの、退去日が
満了日後だった場合に、契約が更新されたといえるか、そして更新料を敷金から控除できる
かという点です。2つ目は、退去時の室内・エアコン清掃費用を借主負担とする特約が有効
かという点です。特に、エアコンクリーニング費用については金額が明記されていなかったため、
「実費精算」との記載だけで有効といえるかが問題となりました。 
■裁判所の判断
裁判所は、更新料については、借主に支払義務はないと判断しました。契約書には、契
約期間中であれば、1か月分の賃料・管理費相当額を違約金として支払うことで解約でき
る条項がありました。借主は満了日前に解約申し入れをしていたため、契約は更新されたの
ではなく、解約により終了したと判断されたのです。
一方で、クリーニング費用については、借主負担が認められました。室内清掃費用は金額
が明記されており、エアコン清掃費用も、対象と「実費精算」という計算方法が明記されてい
たため、特約は有効とされました。
■オーナー様が押さえるべきポイント
この裁判例から、契約満了日を過ぎて明渡しがあったとしても、当然に更新料を請求でき
るわけではないことが分かります。退去申し入れを受けた際には、更新扱いなのか、解約扱い
なのか、更新料や違約金をどう精算するのかを、契約書で明確にしておくことが重要です。ま
た、クリーニング費用を借主負担にしたい場合は、「清掃費用は借主負担」とだけ記載する
のではなく、対象、金額、または実費精算などの計算方法を具体的に定めておく必要があり
ます。
■まとめ
契約の解釈や特約の有効性について、裁判で争われるケースや、生成AIなどで入居者が
調べて費用負担について法的紛争となるケースも少なくありません。今回の裁判例は比較
的新しいもので参考になると思います。
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相続相談コーナー

-4-

各税制度の特例の利用には一定の条件があります。資産税に詳しい各専門家
（税理士・弁護士・鑑定士等）と連携してサポートしています。

【ご相談・お問い合わせ】オーナー様：相続＆不動産ご相談窓口
℡ 092-737-8588 担当：長

税理士法人Kollectスターズ
税理士  後藤 勇輝 氏

資産関連の税務情報
非居住者が国内の不動産を売却した場合
国外に居住している方（非居住者）が、国内の不動産を売却した場
合について、国内の所得税の精算及び手続き、売却の際の注意点につ
いて、詳細をご案内いたします。

具体的な手続きは、税理士・税務署にて詳細の確認をされて進めていただけるようお願い
いたします。

１．納税管理人の選定及び届出
非居住者は、確定申告書を提出する期限までに、納税管理人を定めて「所得税・消費税
の納税管理人の届出書」を非居住者の所轄の税務署へ提出しなければなりません。

【非居住者の申告の注意点と不動産会社の業務】

２．源泉徴収の有無
非居住者の不動産売却においては、買主は売買代金の支払いの際に、支払金額の

10.21％の源泉徴収税額を徴収して、代金支払日の属する月の翌月10日までに税務署
へ納付する義務があります。
源泉徴収の有無の判断は、仲介に関わった不動産会社がある場合には、決済の際にその
徴収額の計算と納税のサポートが必要となりますので、源泉徴収漏れのないように注意するこ
とと売主に確定申告の必要性を案内することが求められます。手付金などの支払いの都度、
源泉徴収及び納付が発生するため、こまめな管理をしておかなければなりません。
３．源泉徴収の必要がない場合
個人の買主が居住用の不動産を購入する場合で、売買代金が1億円以下の場合は、源
泉徴収は不要となります。買主が法人の場合や個人が事業用の物件を購入する場合にお
いては、必ず源泉徴収する必要があります。

非居住者であっても国内の不動産を売却し、所得（売却益）が発生した場合は、原則と
して所得税の確定申告が必要となります。なお、この場合の譲渡所得の計算方法は、居住
者の場合と同様で確定申告及び納付の期限も翌年の3月15日までと変更はありません。

【所得税の精算について】

非居住者とは、国外に1年以上滞在する予定で国内に居所及び住所を有しない方のこと
をいいます。

【非居住者について】
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ソリューションコーナー

維持管理費高騰・家賃据え置き時代を生き抜く！
地方商圏における安定賃貸経営3つのポイント

昨今、資材価格や人件費のニュースを見ない日はありません。賃貸経営においても、修繕
費や原状回復費用などの「維持管理コストの高騰」は、多くのオーナー様にとって頭の痛い問
題となっています。
都市部であれば、コスト上昇分を家賃に転嫁（値上げ）することも視野に入りますが、人
口減少や競合物件の多さが目立つ「地方商圏」では、家賃の引き上げは空室リスクに直結
しかねません。「コストは上がるが、家賃は上げられない」この厳しい経営環境の中で、いかに
して安定した賃貸経営を実現していくべきなのでしょうか。本コラムでは、地方商圏でも確実
に収益を守り、育てるための「3つのポイント」を解説します。

地方商圏において、賃貸経営を最も圧迫するのは「空室発生時のコスト」です。退去に伴
う原状回復工事、次のお客様を決めるための広告料（AD）、そして空室期間中の家賃ロ
ス。これらを合わせると、数ヶ月〜半年分の家賃収入が吹き飛んでしまいます。だからこそ、い
ま注力すべきは「一度入居した方に、1日でも長く住み続けてもらう」ための取り組みです。

１．最大のコスト削減は「出さない管理（テナントリテンション）」

❶清掃の徹底
・共用部の第一印象を常に良く保つことは、基本であり最大の防御です。
❷コミュニケーション
・定期的なアンケート等で、入居者の「小さな不満」が「退去」に繋がる前に対応します。
❸先手の設備メンテナンス
・設備が壊れてから慌てるのではなく、計画的な修繕で入居者のストレスを防ぎます。

築古物件の競争力を高めるためとはいえ、地方商圏において多額の費用をかけたフルリノ
ベーションは、投資回収の観点から現実的ではありません。
そこで有効なのが、低予算で劇的に見栄えを向上させる「カラーリフォーム」です。壁の一面
だけを変えるアクセントクロスや、建具の塗装といったワンポイントの工夫を行うだけでも、お部
屋の印象は大きく変わります。インターネットのポータルサイトで物件を探す際、「清潔感」と
「デザイン性」の目を引く写真があるだけで、クリック率や内見数は確実にアップします。

２．大規模修繕より「コスパ重視のリフォーム」

これからの賃貸経営は、単なる「空室埋め（客付け）」や「クレーム対応」だけでは成り立
ちません。物件という資産（アセット）全体をどう最適化するかが問われます。
特に戸数が多いメガオーナー様にとっては、建替えが難しい時代の出口戦略（物件の売
却）や、中古物件の再活用など、ライフサイクルに合わせた包括的な運用戦略が不可欠で
す。オーナー様自身も、良きパートナーとなる管理会社と二人三脚で「ワンストップの資産管
理」に取り組む体制づくりが求められます。

３．「点」ではなく「面」で支えるアセットマネジメント

不動産鑑定士
CPM(米国不動産
経営管理士）
井上 慶一



マンスリーオリジナルＷＥＢサイト
リニューアルオープンしました！

家具・家電
生活備品の
購入・設置

入居者
募集から
契約まで

トラブル
クレーム
処理

退室時の
クリーニング

「サッとくらせるさくらす」のウィークリー・マンスリーはお預かりした物件に、家具・家電等の生活備品をセットし運営いたします。入居
者募集から、審査及び契約まで安心しておまかせいただけます。契約の際には必ず入居者の身分証明書をご提示頂いており、身分
証明のない方の利用はお断りさせていただいております。入居者様には緊急連絡者として基本的に親族を立てていただいております。
また居住中のトラブル一切の処理と退室のクリーニングまでもトータルでサポートしております。保険についても通常の入居者の加入
保険と同時に加入しますので、オーナー様にもご入居者様にもご安心いただけます！

810-0041 福岡県福岡市中央区大名2-4-22
株式会社さくらリアルティ
マンスリー事業部 担当：吉木、北村、安藤、古賀
URL  https://monthly-fukuoka.co.jp/
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会社紹介

●より良い賃貸経営へのご相談はこちら●
□空室について
□リフォームについて
□家賃滞納について
□賃貸管理について
□購入について

お気軽にご相談ください！

お問い合わせ先：さくらオーナー通信事務局
管理部： TEL:092-737-8588

□売却について
□土地活用について
□相続対策について
□保険について
□その他

【代表】 井上 慶一
【住所】 福岡市大名2丁目4番22号 新日本ビル5F
【TEL】 ０９２－７３７－８５８８
【FAX】 ０９２－７３７－８５２２
定休日   土日祝日
営業時間  9：00～17：00
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